
開発許可関係申請等手数料（平成９年４月１日改定） 

 

１ 開発行為許可申請手数料 

 ア 当初申請の場合（法第29条） 

開発行為の種類 

⑴ 主として自己の居

住の用に供する住宅

の建築の用に供する

目的で行う開発行為 

⑵ 主として、住宅以

外の建築物で自己の

業務の用に供するも

のの建築又は自己の

業務の用に供する特

定工作物の建設の用

に供する目的で行う

開発行為 

⑶ その他の場合 

開発区域の面積 手数料 手数料 手数料 

0.1ｈａ未満のとき ８，６００円 １３，０００円 ８６，０００円 

0.1ｈａ以上 ～ 0.3ｈａ

未満 
２２，０００円 ３０，０００円 １３０，０００円 

0.3ｈａ以上 ～ 0.6ｈａ

未満 
４３，０００円 ６５，０００円 １９０，０００円 

0.6ｈａ以上 ～ 1.0ｈａ

未満 
８６，０００円 １２０，０００円 ２６０，０００円 

1.0ｈａ以上 ～ 3.0ｈａ

未満 
１３０，０００円 ２００，０００円 ３９０，０００円 

3.0ｈａ以上 ～ 6.0ｈａ

未満 
１７０，０００円 ２７０，０００円 ５１０，０００円 

6.0ｈａ以上 ～ 10.0ｈａ

未満 
２２０，０００円 ３４０，０００円 ６６０，０００円 

10.0ｈａ以上のとき ３００，０００円 ４８０，０００円 ８７０，０００円 

 

 イ 変更申請の場合（法第35条の２） 

変更理由 
手数料（左の理由の一つに該

当する場合 

手数料（左の理由に二つ

以上該当する場合） 

イ．設計の変更（ロを除く） 
開発区域の面積に応じ上表に

規定する額の 10 分の１ 

イ＋ロ＋ハ 
ロ．新たな土地の区域への編入によ

る変更（第 30 条第１項第１号～４

号に掲げる事項の変更） 

新たに編入される面積に応

じ、上表に規定する額 

ハ．その他の変更 １０，０００円 

ただし、イロハの合計額が１件の申請で８７万円を超えるときの手数料は８７万円

とする。 

 



２ 市街化調整区域内における建築物の特例許可申請手数料（法第41条第２項ただし

書） 

建築物の敷地、構造および設 

備に関する制限の特例 

知事が建築物の形態制限区域およびその周

辺の地域における環境の保全上支障がない

と認め、または公益上やむを得ないと認めた

場合 

４６，０００円 

 

３ 予定建築物等以外の建築等許可申請手数料（法第42条第１項ただし書） 

開発許可を受けた土地におけ 

る建築等の制限の特例 

用途地域等が定められているとき、または

知事が利便の増進上若しくは開発区域及び

その周辺の地域における環境の保全上支障

がないと認める場合 

２６，０００円 

 

４ 開発許可を受けない市街化調整区域内の土地における建築等許可申請手数料（法

第43条） 

建築の種類 敷地の面積 手数料 

開発許可を受けない市街化調 

整区域内の土地における建 

築等の行為 

0.1ｈａ未満の場合 

0.1ｈａ以上 ～ 0.3ｈａ未満の場合 

0.3ｈａ以上 ～ 0.6ｈａ未満の場合 

0.6ｈａ以上 ～ 1.0ｈａ未満の場合 

1.0ｈａ以上の場合 

６，９００円 

１８，０００円 

３９，０００円 

６９，０００円 

９７，０００円 

 

５ 開発許可を受けた地位の承継の承認申請手数料（法第45条） 

承認申請の種類 手数料 

（１）主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う

もの又は主として、住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するものの建

築若しくは自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目的

で行うものであって開発区域の面積が１ヘクタール未満のものである場

合 

１，７００円 

（２）主として、住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するものの建築又は

自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目的で行うもので

あって開発区域の面積が１ヘクタール以上のものである場合 

２，７００円 

（３）（１）及び（２）以外のものである場合 １７，０００円 

 

６ 開発登録簿の写しの交付手数料（法第47条第４項） 

開発登録簿の写し １枚当たり（完了公告を含む） ４７０円 

 

７ 諸証明手数料関係 

土地又は建物に関する諸証明 １件当たり ４００円 

 


